
証券コード 3001
平成27年３月６日

株 主 各 位
東京都中央区明石町６番４号

代表取締役社長 竹 内 彰 雄
　

第106回定時株主総会招集のご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第106回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし
て、３頁の「議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、平成27年３月26日（木曜日）午
後５時20分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
【書面による議決権行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限まで
に到着するようご返送ください。
【インターネットによる議決権行使の場合】
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.it-soukai.com/）にアクセスし
ていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」および「パ
スワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力いただき、
上記の行使期限までにご行使ください。

敬 具
記

１．日 時 平成27年３月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区銀座五丁目15番８号

時事通信ホール（時事通信ビル２階）
（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案
内図」をご参照くださいますようお願い申し上げます。）
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３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第106期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第106期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役８名選任の件
第４号議案 監査役２名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
３頁の「議決権行使のご案内」をご参照ください。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.katakura.co.jp/）
に掲載させていただきます。
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議 決 権 行 使 書
株主番号

御中
　○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
2.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
3.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
4.○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○

　○○○○○○○○○○○○○○○○
　○○○○○○○○○○○○○○○○

お　願　い
議決権行使個数 個片倉工業株式会社

片倉工業株式会社

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○

片倉工業株式会社

平成27年３月 　日

議案 第１号
議　案

欄
示
表
否
賛 賛

否

第２号
議　案

賛

否

第３号
議　案

下の候補（者を除く）

賛

否

第４号
議　案

下の候補（者を除く）

賛

否

議決権行使のご案内
　
株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。是非とも議決権を
行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権の行使は、以下の３つの方法がございます。

　

【株主総会にご出席いただく場合】
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
　 日 時：平成27年３月27日（金曜日）午前10時
　 場 所：時事通信ホール（時事通信ビル２階）

※会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご
案内図」をご参照くださいますようお願い申し上げます。

　

【書面による議決権行使の場合】
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成27年３月26
日（木曜日）午後５時20分までに到着するようご返送ください。なお、各議案に
つきまして賛否を表示せずに提出された場合は、賛成の意思表示があったものと
してお取扱いいたします。
＊同封の「議決権行使書・記載面保護シール」をご利用ください。

（議決権行使書用紙イメージ）

　

【インターネットによる議決権行使の場合】
１．書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」
（下記URL）にて議決権を行使可能です。ご希望の方は、同封の議決権行使
書用紙右片に記載の議決権行使コードおよびパスワードにてログインしてい
ただき、画面の案内に従って入力ください。なお、セキュリティ確保のた
め、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があります。

http://www.it-soukai.com/
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２．行使期限は平成27年３月26日（木曜日）午後５時20分までであり、同時刻
までに入力を終える必要があります。お早めの行使をお願いいたします。

３．書面とインターネットにより議決権を重複して行使された場合は、インター
ネットによるものを有効とします。インターネットで複数回行使された場合
は、最後に行われたものを有効とします。

４．パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効
です。次回の株主総会時は新たに発行いたします。

５．インターネット接続にかかる費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、
パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。
・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロッ
クされた場合、画面の案内に従ってお手続きください。
・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行
っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いただけない場合があります。

（議決権行使画面イメージ）
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ご利用環境
１．画面の解像度が、横800×縦600ドット（SVGA）以上であること。
２．次のアプリケーションをインストールしていること。
（1）Microsoft® Internet Explorer Ver.5.01 SP2 以降
（2）Adobe® Acrobat® Reader™ Ver.4.0 以降又は、Adobe® Reader®Ver.

6.0 以降
※Microsoft®およびInternet Explorerは米国Microsoft Corporationの米
国およびその他の国における登録商標又は商標です。
※Adobe® Acrobat® Reader™、Adobe® Reader® は Adobe Systems
Incorporated（アドビシステムズ社）の米国およびその他の国における
登録商標又は商標です。
※上記条件のアプリケーションをご利用いただいても、ご利用のパソコンや
設定環境、インストールされている他のソフトウェアによって、当サイト
をご利用いただけない場合もございますのであらかじめご了承ください。

３．Cookieの設定を有効にしていること。
４．インターネットをご利用いただくためにプロバイダーへの接続料金および通

信事業者への通信料金（電話料金）等が必要な場合がありますが、これらの
料金は株主様のご負担となります。

５．会社等からインターネットに接続する場合、ファイアーウォール等の設定に
よりインターネット上での通信が制限される場合がありますので、システム
管理者の方にご確認ください。

６．行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用
しておりますので、安心してご利用いただけます。

　
お問い合わせ先について
　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行 証券代行部（以下）までお
問い合わせください。
１．議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル 0120－768－524（平日 ９:00～21:00）
２．上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先

フリーダイヤル 0120－288－324（平日 ９:00～17:00）

　
　

　

以 上
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株主総会参考書類
第１号議案　剰余金の処分の件

　第106期の期末配当につきましては、当期の業績と今後の事業展開等を勘案
し、株主の皆様への安定配当の維持を基本として、以下のとおりといたしたい
と存じます。
(1) 配当財産の種類
金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式1株につき金10円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、351,525,810円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
平成27年３月30日といたしたいと存じます。

第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
　当社事業の現状に即し事業内容の整備と明確化を図るとともに、今後の業容
の拡大に伴う新たな事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）につきま
して、事業目的を追加・変更するものであります。
　さらに、平成27年５月１日に施行される改正会社法において、定款の定めに
より業務執行取締役でない取締役および監査役との間で責任限定契約を締結す
ることが認められることに伴い、それらの取締役および監査役が、その期待さ
れる役割を十分に発揮できるよう、同法の施行日に現行定款第27条第２項（取
締役の責任免除）および第37条第２項（監査役の責任免除）の一部を変更する
こととし、その旨の附則を設けるものであります。
２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

（目 的）
第２条
１．～14． （条文省略）

（ 新 設 ）
15．各前号に付帯関連する一切の事業

第３条～第26条 （条文省略）

（目 的）
第２条
１．～14． （現行どおり）
15．保育に関する事業
16．各前号に付帯関連する一切の事業

第３条～第26条 （現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
（取締役の責任免除）
第27条 当会社は、会社法第426条第１
項の規定により、任務を怠ったことに
よる取締役（取締役であった者を含
む。）の損害賠償責任を、法令の限度
において、取締役会の決議によって免
除することができる。

② 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、社外取締役との間に、任
務を怠ったことによる損害賠償責任を
限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく責任の
限度額は、法令が規定する額とする。

第28条～第36条 （条文省略）

（監査役の責任免除）
第37条 当会社は、会社法第426条第１
項の規定により、任務を怠ったことに
よる監査役（監査役であった者を含
む。）の損害賠償責任を、法令の限度
において、取締役会の決議によって免
除することができる。

② 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、社外監査役との間に、任
務を怠ったことによる損害賠償責任を
限定する契約を締結することができ
る。ただし、当該契約に基づく責任の
限度額は、法令が規定する額とする。

第38条～第40条 （条文省略）

（ 新 設 ）

（取締役の責任免除）
第 27 条

（現行どおり）

② 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、取締役（業務執行取締役
であるものを除く。）との間に、任務
を怠ったことによる損害賠償責任を限
定する契約を締結することができる。
ただし、当該契約に基づく責任の限度
額は、法令が規定する額とする。

第28条～第36条 （現行どおり）

（監査役の責任免除）
第37条

（現行どおり）

② 当会社は、会社法第427条第１項の
規定により、監査役との間に、任務を
怠ったことによる損害賠償責任を限定
する契約を締結することができる。た
だし、当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

第38条～第40条 （現行どおり）

附則
第27条第２項および第37条第２項の
変更は、平成27年５月１日にその効力
が生じるものとする。
なお、本附則は効力発生日経過後、こ
れを削除する。
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第３号議案　取締役８名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
改めて取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
たけうち あきお
竹 内 彰 雄
（昭和24年２月28日生）

昭和 46年４月 株式会社富士銀行入行
平成 11年６月 同行取締役シンガポール支店長
平成 14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行

常務執行役員アジア地域統括役員
平成 15年６月 株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ常勤監査役
平成 17年３月 当社専務取締役
平成 21年３月 当社代表取締役社長（現任）

11,100株

２
さ の き み や
佐 野 公 哉
（昭和30年３月８日生）

昭和 52年４月 当社入社
平成 17年４月 当社大宮カタクラパーク支配人
平成 20年１月 当社総務部長
平成 22年１月 当社小売事業部長
平成 22年３月 当社執行役員小売事業部長
平成 23年２月 当社執行役員経理部長
平成 25年３月 当社常務取締役（現任）

企画部、経理部担当

11,000株

３
た な か あ つ し
田 中 淳
（昭和28年９月26日生）

昭和 51年４月 株式会社富士銀行入行
平成 10年２月 同行江坂支店長
平成 14年４月 株式会社みずほ銀行日本橋中央支店長
平成 16年２月 当社総務部長
平成 19年９月 当社企画部長
平成 21年３月 当社執行役員企画部長
平成 23年３月 当社常務取締役（現任）

繊維事業部門、医薬品事業部門、生物科学研究所担当

6,100株

４
新任取締役候補者
ふ る た よ し お
古 田 良 夫
（昭和32年５月24日生）

昭和 55年４月 当社入社
平成 19年２月 当社加須第二工場長
平成 22年５月 当社機械電子事業部長
平成 25年３月 当社執行役員機械電子事業部長
平成 26年３月 当社常務執行役員機械電子事業部長（現任）

1,000株

５
新任取締役候補者
ほんま じゅんいち
本 間 淳 一
（昭和27年７月18日生）

昭和 50年４月 株式会社パルコ入社
平成 ２年３月 同社店舗開発局部長
平成 ６年３月 同社松本店店長
平成 11年３月 同社広島店店長
平成 17年４月 当社カタクラ新都心モール総支配人
平成 19年３月 当社執行役員カタクラ新都心モール

総支配人兼新都心事業部次長
平成 22年10月 当社執行役員商業施設事業部長（現任）

3,300株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

６
かたくら やすゆき
片 倉 康 行
（昭和９年10月21日生）

昭和 41年３月 当社入社
昭和 62年３月 当社社長室長
平成 元年３月 当社取締役社長室長
平成 ５年３月 当社取締役（現任）
平成 12年５月 片倉興産株式会社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）片倉興産株式会社代表取締役社長

56,400株

７
社外取締役候補者
まえやま ただしげ
前 山 忠 重
（昭和21年９月28日生）

昭和 44年４月 株式会社八十二銀行入行
平成 ８年６月 同行須坂支店長
平成 12年６月 同行取締役東京営業部長
平成 13年６月 同行常務取締役
平成 21年６月 八十二リース株式会社代表取締役社長
平成 23年３月 当社取締役（現任）
平成 24年６月 アピックヤマダ株式会社社外監査役（現任）
（重要な兼職の状況）アピックヤマダ株式会社社外監査役

0株

８

新任取締役候補者
社外取締役候補者
いわがや けんじ
岩ケ谷 研 司
（昭和29年７月27日生）

昭和 53年４月 農林中央金庫入庫
平成 11年２月 同金庫広島支店長
平成 16年６月 同金庫営業第二部長
平成 17年２月 同金庫審査第一部長
平成 18年７月 同金庫事業再生部長
平成 20年６月 三菱ＵＦＪニコス株式会社常勤監査役
平成 26年６月 株式会社農林中金総合研究所顧問（現任）

0株

（注）１．取締役候補者片倉康行氏は、片倉興産株式会社の代表取締役を兼務しており、当社は同社
との間に建物賃貸借の取引関係があります。

２．その他の各取締役候補者と会社との間には、特別の利害関係はありません。
３．取締役候補者竹内彰雄および片倉康行の両氏は、業務を執行しない取締役として就任予定

でございますので、本総会で上程しております「第２号議案 定款一部変更の件」の承認
可決とその効力発生を条件として、両氏との間で責任限定契約を締結する予定であります。
その契約の概要は次のとおりであります。
・本契約締結後、取締役として、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合
において、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425
条第１項に定める「最低責任限度額」を限度として損害賠償責任を負うものとする。

４．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
(1) 社外取締役候補者の選任理由について

前山忠重および岩ケ谷研司の両氏につきましては、主に企業経営者として培われた豊富
な経験と幅広い見識を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役として選任をお
願いするものであります。なお、前山忠重氏は現在、当社の社外取締役であり、就任し
てからの期間は本総会終結の時をもって４年であります。
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(2) 社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は、現行定款第27条第２項において、社外取締役との間で、当社への損害賠償責任
を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより、前山忠重
氏が再任された場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。また、岩
ケ谷研司氏が選任された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であります。
その契約内容の概要は、次のとおりであります。
・本契約締結後、社外取締役として、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた
場合において、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第
425条第１項に定める「最低責任限度額」を限度として損害賠償責任を負うものとす
る。

５．当社は、前山忠重氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定
であります。また、岩ケ谷研司氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満
たしており、独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。
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第４号議案　監査役２名選任の件
　監査役根岸教夫および監査役冨岡晴紀の両氏は、本総会終結の時をもって辞
任されます。つきましては、その補欠として監査役２名の選任をお願いいたし
たいと存じます。
　なお、本議案において選任されます監査役の任期は、当社の定款の定めによ
り、退任した監査役の任期の満了の時までとなりますので、第107回定時株主
総会終結の時までとなります。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
新任監査役候補者
あ ら い と お る
新 井 融
（昭和23年９月11日生）

昭和 48年４月 三井物産株式会社入社
平成 ８年５月 同社関西支社開発建設部第一営業室長

兼企画統括グループ主席
平成 12年11月 当社総合開発計画部・部長
平成 17年３月 当社執行役員新都心事業部長
平成 21年３月 当社常務取締役
平成 25年３月 当社専務取締役（現任）

8,400株

２
新任監査役候補者
おおもり くにお
大 森 邦 雄
（昭和25年９月19日生）

昭和 49年４月 当社入社
昭和 62年３月 当社商事部オイルチームリーダー
平成 13年１月 当社商事部長
平成 18年12月 当社人事部長
平成 21年３月 当社執行役員人事部長
平成 23年３月 当社常務取締役（現任）

6,200株

　

（注）１．各監査役候補者と会社との間には特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者新井融および大森邦雄の両氏が選任された場合、本総会で上程しております
「第２号議案 定款一部変更の件」の承認可決とその効力発生を条件として、両氏との間で
責任限定契約を締結する予定であります。
その契約の概要は次のとおりであります。
・本契約締結後、監査役として、その任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合に
おいて、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第
１項に定める「最低責任限度額」を限度として損害賠償責任を負うものとする。

以 上
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（添付書類）
事 業 報 告

（平成
平成

26
26
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過および成果
　当連結会計年度（以下「当期」）におけるわが国経済は、円安による仕入価格
の上昇等不安定な要因もみられましたが、消費税率引上げに伴う駆け込み需要
の反動の影響も全体として和らぎ、緩やかな回復基調で推移しました。
　このような環境のなか、当社グループは「成長事業への転換」に向けた基盤
構築を図るとともに、「新規事業の創出」に取り組んでおります。繊維・医薬
品・機械関連等の製造事業におきましては、付加価値の高い製品提供、より一
層の原価低減、独自性のある製品の開発強化に努めてまいりました。ショッピ
ングセンター等の不動産事業におきましては、さいたま新都心駅前社有地の第
二期開発が順調に進行中であります。
　この結果、当期の売上高は、不動産事業で増収となったものの、医薬品事業
において平成26年４月の薬価改定および後発品使用促進政策の影響により大幅
な減収となり、また、繊維事業において前連結会計年度（以下「前期」）に一部
の連結子会社の決算期を変更したことによる減収もあり、444億28百万円（前
期比7.2％減）となりました。
　減収により、営業利益は４億４百万円（同73.7％減）、経常利益は８億90百
万円（同56.5％減）、当期純利益は２億68百万円（同73.2％減）となりました。
　事業別の状況は次のとおりであります。
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企業集団の事業別売上高

事業区分
前 期 当 期 前 期 比 増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

繊 維 事 業 10,398 21.7 9,524 21.4 △873 △8.4

医 薬 品 事 業 16,544 34.6 14,709 33.1 △1,834 △11.1

機 械 関 連 事 業 10,216 21.3 9,764 22.0 △452 △4.4

不 動 産 事 業 7,000 14.6 7,363 16.6 363 5.2

そ の 他 3,718 7.8 3,066 6.9 △652 △17.5

合 計 47,878 100.0 44,428 100.0 △3,449 △7.2

（繊維事業）
　肌着等の衣料品は、消費税増税前の駆け込み需要により大手量販店への販売
は増加したものの、中小卸向けや補整下着の販売が低迷し減収となりました。
水溶性繊維・耐熱性繊維等の機能性繊維は前期の連結子会社の決算期変更の影
響等により減収となりました。
　この結果、繊維事業の売上高は95億24百万円（前期比8.4％減）、営業損益は
２百万円の損失（前期は１億52百万円の利益）となりました。

（医薬品事業）
　医薬品事業は、平成26年4月の薬価改定の影響や、後発医薬品の使用促進政
策強化により経皮吸収型・虚血性心疾患治療剤「フランドルテープ」、狭心症治
療剤「アイトロール錠」等が苦戦し、大幅な減収となりました。
　この結果、医薬品事業の売上高は147億９百万円（前期比11.1％減）、営業損
益は４億75百万円の損失（前期は３億59百万円の利益）となりました。

（機械関連事業）
　消防自動車関連は、空港用化学車関係の売上が増加したものの、前期は電力
会社からの大口受注があったため減収となりました。
　この結果、機械関連事業の売上高は97億64百万円（前期比4.4％減）、営業利
益は86百万円（同77.2％減）となりました。
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（不動産事業）
　不動産事業は、「東京スクエアガーデン」を平成25年4月に開業したこと等に
より増収となりました。
　この結果、不動産事業の売上高は73億63百万円（同5.2％増）、営業利益は22
億86百万円（同8.6％増）となりました。

（その他）
　その他の区分は、ホームセンター、ビル管理サービス、訪花昆虫の販売等の
事業により構成されております。
　ホームセンターは、一部の店舗を平成25年12月に閉店したことにより減収と
なりました。
　この結果、その他の売上高は30億66百万円（同17.5％減）、営業損益は35百
万円の損失（前期は33百万円の利益）となりました。

　
② 設備投資の状況
　当期中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は70億46百万円
で、その主なものは次のとおりであります。
イ．当期中に完成した主要設備
該当事項はありません。

ロ．当期において継続中の主要設備の新設、拡充
不動産事業 当社 さいたま新都心駅前社有地の第二期開発プロジェク

トのショッピングセンターの新設
ハ．当期中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
該当事項はありません。

③ 資金調達の状況
　当期中に、さいたま新都心駅前社有地の第二期開発資金として、金融機関か
ら40億円の調達を行いました。
　また、平成27年１月に同開発資金として、一般財団法人民間都市開発推進機
構から20億円、金融機関から35億円の調達を行いました。さらに、平成27年４
月に同開発資金として、金融機関から50億円の調達を行う予定です。
　その他募集株式の発行および社債発行等の特記すべき資金調達はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況
① 企業集団の財産および損益の状況

区 分 第 103 期
(平成23年12月期)

第 104 期
(平成24年12月期)

第 105 期
(平成25年12月期)

第 106 期
( 当 期 )
(平成26年12月期)

売 上 高 (百万円) 47,790 47,226 47,878 44,428

営 業 利 益 (百万円) 2,181 1,837 1,537 404

経 常 利 益 (百万円) 2,722 2,318 2,046 890

当 期 純 利 益 (百万円) 1,772 701 1,001 268

１株当たり当期純利益 (円) 50.41 19.95 28.50 7.62

総 資 産 (百万円) 112,932 116,276 132,583 138,773

純 資 産 (百万円) 63,133 66,456 76,766 78,531

１株当たり純資産額 (円) 1,225.13 1,302.69 1,552.39 1,575.46

（注）１株当たり当期純利益は自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
額は自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。

② 当社の財産および損益の状況

区 分 第 103 期
(平成23年12月期)

第 104 期
(平成24年12月期)

第 105 期
(平成25年12月期)

第 106 期
( 当 期 )
(平成26年12月期)

売 上 高 (百万円) 16,886 16,336 15,928 15,272

営 業 利 益 (百万円) 416 688 629 613

経 常 利 益 (百万円) 671 988 885 768

当 期 純 利 益 (百万円) 1,484 159 493 463

１株当たり当期純利益 (円) 42.24 4.52 14.03 13.18

総 資 産 (百万円) 45,931 48,450 59,854 63,712

純 資 産 (百万円) 15,723 17,297 23,688 23,317

１株当たり純資産額 (円) 447.28 492.06 673.87 663.31

（注）１株当たり当期純利益は自己株式控除後の期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産
額は自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

株 式 会 社 ニ チ ビ 468 76.0 水溶性繊維、耐熱性繊維の製造・販売

ト ー ア エ イ ヨ ー 株 式 会 社 300 57.8 医療用医薬品の製造・販売

オグランジャパン株式会社 150 100.0 カジュアルインナーの製造・販売

日 本 機 械 工 業 株 式 会 社 172 70.5 消防自動車の製造・販売

片 倉 機 器 工 業 株 式 会 社 100 100.0 農業用機械の製造・販売

カ フ ラ ス 株 式 会 社 72 100.0 補整下着の製造・販売

株式会社片倉キャロンサービス 65 100.0 ビル管理サービス

（注）当社の連結子会社は、上記の重要な子会社７社であります。

(4) 対処すべき課題
　当社グループは、事業の安定的な成長と拡大を目指し、平成24年度から平成28
年度の５カ年を計画期間とする中期経営計画「カタクラ2016」を策定いたしまし
た。平成27年度は、中期経営計画の達成に向け既存事業の事業転換を推進すると
ともに、新たな事業の創出に努め、企業価値の向上を図ってまいります。
＜「カタクラ2016」の基本戦略＞
◎ 成長事業への転換
・多様化する顧客ニーズに対応し、特定領域でのＮｏ.１を目指す
・既存事業のビジネスモデルを見直し、成長事業へシフトすることで、収益基
盤を強化する
・新興国市場の開拓を推進する
◎ 新規事業の創出
・多角化した事業のシナジーを効かせ、新規事業を創出する
・人々の潜在ニーズに応え、独創的な製品やサービスを提供することで、成長
事業を創出する
・長期的な展望のもとでカタクラグループの新たな柱となる事業を創出する
　中期経営計画「カタクラ2016」の着実な実行が重要な経営課題であると考えて
おり、グループ全社をあげて取り組んでまいります。
　各事業の対処すべき課題は次のとおりです。
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（繊維事業）
　介護関連商品や快適衣料等において高付加価値品の開発を図るとともに、新
規販売先の開拓を推進してまいります。また、新たな高機能素材の開発と耐熱
性繊維の用途開発を進めてまいります。

（医薬品事業）
　循環器領域に特化したスペシャリティファーマの実現を目指し、平成25年9
月に発売の経皮吸収型β1遮断薬「ビソノテープ」の売上拡大を図るとともに、
事業環境の変化に対応するため、新薬と高付加価値後発品の開発および他社製
品のライセンス導入による製品ラインナップの拡充を推進してまいります。ま
た、独自の営業体制の確立および生産体制の再構築により業績向上に努めてま
いります。

（機械関連事業）
　消防自動車の性能向上やラインナップの拡充を図るとともに、防災関連分野
への進出に取り組んでまいります。また、環境整備機器や環境整備車両の製
造・販売事業の確立を目指し開発を進めてまいります。加えて、アジアを中心
とした海外市場の開拓に努めてまいります。

（不動産事業）
　さいたま新都心駅前社有地の「コクーン２」、「コクーン３」を円滑に開業さ
せ、既存の「コクーン１」と共に「コクーンシティ」として一体運営体制を確
立してまいります。また、その他社有地開発の推進による収益の拡大、および
既存商業施設の鮮度向上による収益の安定に努めてまいります。

（新規事業）
　分散（多角化経営）と融合（シナジーの強化）を追求し、＜介護・福祉＞、
＜コミュニティサービス＞、＜環境関連＞、＜健康＞の各分野における事業化
を一層推進するとともに、製品・サービスの更なる充実に取り組んでまいりま
す。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう、
お願い申し上げます。
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(5) 主要な事業内容（平成26年12月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

繊 維 事 業 肌着、靴下、絹製品、カジュアルインナー、補整下着、機能性繊維の製造・
販売、ブランドライセンス業等

医 薬 品 事 業 医療用医薬品の製造・販売

機械関連事業 消防自動車、自動車部品、農業用機械等の製造・販売、石油製品等の輸入販売

不 動 産 事 業 ショッピングセンターの運営、不動産賃貸

そ の 他 ホームセンター、ビル管理サービス、訪花昆虫の販売等

(6) 主要な営業所および工場（平成26年12月31日現在）
① 当社
本 社 東京都中央区明石町６番４号

研 究 所 塩尻（長野県）

営 業 部 （衣 料 品） 大阪（大阪府）

機 械 電 子 工 場 加須（埼玉県）

ショッピングセンター 松本（長野県）

大宮、加須、熊谷、さいたま新都心（以上埼玉県）

松江（島根県）、いわき（福島県）

熊本（熊本県）、宮之城（鹿児島県）

白石（宮城県）、沼津（静岡県）

共 同 ビ ル 東京（東京都）

ホ ー ム セ ン タ ー 平（福島県）、石和（山梨県）

　
（注）ホームセンターの「ニューライフカタクラ大宮店」は平成26年12月14日をもって閉店いたし

ました。
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② 子会社
株式会社ニチビ
本 社 東京都中央区
工 場 静岡（静岡県）
トーアエイヨー株式会社
本 社 東京都中央区
研 究 所 東京（埼玉県）、福島（福島県）
製剤技術センター 福島（福島県）
合成技術センター 福島（福島県）
工 場 福島（福島県）、仙台（宮城県）
支 店 札幌（北海道）、仙台（宮城県）、東京第一（東京都）

東京第二（群馬県）、東京第三（埼玉県）
名古屋（愛知県）、大阪（大阪府）、京都（京都府）
広島（広島県）、高松（香川県）、福岡（福岡県）

営 業 所 盛岡（岩手県）、郡山（福島県）、立川（東京都）
横浜（神奈川県）、松本（長野県）、水戸（茨城県）
新潟（新潟県）、千葉（千葉県）、静岡（静岡県）
神戸（兵庫県）、堺（大阪府）、金沢（石川県）
岡山（岡山県）

オグランジャパン株式会社
本 社 東京都中央区
支 店 大阪（大阪府）、東京（東京都）
商品センター 観音寺（香川県）
日本機械工業株式会社
本 社 東京都中央区
工 場 八王子（東京都）
営 業 所 仙台（宮城県）、東京（東京都）、名古屋（愛知県）

大阪（大阪府）、福岡（福岡県）
片倉機器工業株式会社
本 社 東京都中央区
工 場 松本（長野県）
カフラス株式会社
本 社 東京都中央区
工 場 松本（長野県）
営 業 所 東京（東京都）、大阪（大阪府）
株式会社片倉キャロンサービス
本 社 東京都中央区
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(7) 使用人の状況（平成26年12月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 期 比 増 減

繊 維 事 業 268 （ 64）名 増減なし（ 7名減）

医 薬 品 事 業 561 （ 0） 3名減（ 増減なし）

機 械 関 連 事 業 296 （ 39） 1名減（ 8名増）

不 動 産 事 業 65 （ 1） 4名減（ 1名増）

そ の 他 86 （ 733） 1名増（ 11名減）

全 社 ( 共 通 ) 128 （ 3） 6名減（ 1名増）

合 計 1,404 （ 840） 13名減（ 8名減）

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

355 （ 90）名 13名減 （ 24名減） 39.4歳 17.2年

（注）使用人数は就業員数であり、臨時従業員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,546百万円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 2,190

農 林 中 央 金 庫 1,225

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,168

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 634
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成26年12月31日現在）
① 発行可能株式総数 140,000,000株
② 発行済株式の総数 35,215,000株(自己株式62,419株を含む)
③ 株 主 数 6,804名
④ 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

三 井 物 産 株 式 会 社 3,600 10.24

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 日 本 興 亜 株 式 会 社 2,115 6.01

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,690 4.80

農 林 中 央 金 庫 1,690 4.80

ロイヤルバンクオブカナダトラストカンパニー（ケイマン）リミテツド 1,551 4.41

大 成 建 設 株 式 会 社 1,400 3.98

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,023 2.91

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 999 2.84

東 京 建 物 株 式 会 社 980 2.78

片 倉 共 栄 会 943 2.68

（注）１．持株比率は自己株式（62,419株）を控除して計算しております。
２．三井物産株式会社の持株数は、同社が退職給付信託の信託財産として拠出しているもので
あります（株主名簿上の名義は「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友
信託銀行再信託分・三井物産株式会社退職給付信託口）」であります）。

３．みずほ信託銀行株式会社の持株数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出してい
る当社株式148千株（持株比率0.42％）を含んでおります（株主名簿上の名義は「資産管
理サービス信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ信託銀行口」であります）。
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(2) 新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。
② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の
状況
　該当事項はありません。

(3) 会社役員の状況
① 取締役および監査役の状況（平成26年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 竹 内 彰 雄

専 務 取 締 役 新 井 融 不動産事業部門、小売事業部担当

常 務 取 締 役 大 森 邦 雄 機械関連事業部門、新規事業開発部、
総務部、人事部担当

常 務 取 締 役 田 中 淳 繊維事業部門、医薬品事業部門、生物科
学研究所担当

常 務 取 締 役 佐 野 公 哉 企画部、経理部担当

取 締 役 片 倉 康 行 片倉興産株式会社代表取締役社長

取 締 役 前 山 忠 重 アピックヤマダ株式会社社外監査役

取 締 役 渡 辺 康 司

常 勤 監 査 役 根 岸 教 夫

常 勤 監 査 役 冨 岡 晴 紀

監 査 役 佐 藤 正 俊 公益財団法人明治安田クオリティオブラ
イフ文化財団専務理事

監 査 役 浅 野 俊 雄 損保ジャパン日本興亜まごころコミュニ
ケーション株式会社常勤監査役

（注）１．取締役前山忠重および取締役渡辺康司の両氏は、社外取締役であります。
２．監査役佐藤正俊および監査役浅野俊雄の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役冨岡晴紀氏は、当社において経理部長、経理担当取締役の経験を有し、財務および

会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．監査役佐藤正俊氏は、明治安田生命保険相互会社において経理部門の業務経験を有し、財

務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．当社は、取締役前山忠重、取締役渡辺康司、監査役佐藤正俊および監査役浅野俊雄の４氏

を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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６．当社は、執行役員制度を導入しております。
執行役員は、次のとおりであります。

会社における地位 氏 名 担 当

常 務 執 行 役 員 古 田 良 夫 機械電子事業部長

執 行 役 員 本 間 淳 一 商業施設事業部長

執 行 役 員 一 双 克 二 カフラス株式会社出向（取締役社長）

執 行 役 員 藤 本 正 明 オグランジャパン株式会社出向（取締役社長）
　
② 取締役および監査役の当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

８名
(2)

152百万円
(10)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４
(2)

39
(10)

合 計 12 191

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成21年３月27日開催の第100回定時株主総会において年額200
百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議をいただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成21年３月27日開催の第100回定時株主総会において年額50百
万円以内と決議をいただいております。

３．上記の支給額には、以下のものが含まれております。
当事業年度に係る役員賞与
取締役 ８名 25百万円
監査役 ４名 3百万円
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③ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職先と当社との関係
・取締役前山忠重氏は、アピックヤマダ株式会社の社外監査役であります。
なお、当社と兼職先との間に特別の関係はありません。
・監査役佐藤正俊氏は、公益財団法人明治安田クオリティオブライフ文化財
団の専務理事であります。なお、当社と兼職先との間に特別の関係はあり
ません。
・監査役浅野俊雄氏は、損保ジャパン日本興亜まごころコミュニケーション
株式会社の常勤監査役であります。なお、当社と兼職先との間に特別の関
係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

取 締 役 前 山 忠 重
当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、主
に金融会社の経営者としての豊富な経験に基づき、その専門的な
見地からの発言を適宜行っております。

取 締 役 渡 辺 康 司
当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回に出席し、主
に事業会社の経営者としての豊富な経験に基づき、その専門的な
見地からの発言を適宜行っております。

監 査 役 佐 藤 正 俊
当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回、監査役会14
回のうち13回に出席いたしました。主に、生命保険会社の監査役
を歴任された経験に基づき、その専門的な見地からの発言を適宜
行っております。

監 査 役 浅 野 俊 雄
当事業年度に開催された取締役会12回のうち12回、監査役会14
回のうち14回に出席いたしました。主に、事業会社の監査役を歴
任された経験に基づき、その専門的な見地からの発言を適宜行っ
ております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としており
ます。
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(4) 会計監査人の状況
① 名称 有限責任監査法人トーマツ

　
② 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 39百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額 40百万円

（注）当事業年度に係る報酬等の額は、当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づ
く監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも
区分できませんので、合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、下記に掲げる監査役
会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と
することといたします。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会
議の目的とすることを請求いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監
査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初
に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を
報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとおり
であります。
１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制
(1) 当社は、取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合し、か
つ社会的責任を果たすための規範となる「カタクラグループ行動憲章」を制
定し、企業倫理のさらなる向上と社内規程の周知・徹底を図ります。

(2) 取締役の職務の執行の適法性を確保するための牽制機能として、社外取締
役を選任します。

(3) コンプライアンスの推進については、各部門で実施するとともに、コンプ
ライアンス担当部門を設置し、担当役員を選任することにより、総合的なコ
ンプライアンス体制の維持・向上を図ります。

(4) 「企業倫理通報規程」に基づき、内部通報制度「グループホットライン」
を運用し、不正・違反行為等の早期発見・是正を図ります。

(5) 社長直轄の監査部門による内部監査を実施し、内部統制の有効性と妥当性
を確保します。

(6) 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の関連法令に従
い、財務報告に係る内部統制の整備および運用を行います。

(7) 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固と
して対決します。反社会的勢力および団体による不当要求がなされた場合に
は、総務部を対応統括部署とし、警察等の外部専門機関と緊密な連携をもち
ながら、組織全体として対応します。

　
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
(1) 当社は、法令および文書・情報管理に係る社内規程等に従い、取締役の職
務の執行に係る情報を文書（電磁的記録を含む）に記録・保存し、取締役又
は監査役から閲覧の要請があった場合には常時閲覧できる体制とします。

　
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 当社は、事業活動に係る様々なリスクについて、各部門で管理するととも
に、「リスク管理規程」に従い、社長を委員長とする「リスク統括委員会」を
設置し、総合的なリスク管理体制の維持・向上を図ります。

(2) 新たにリスクが発生した場合は、速やかに担当部門を決定し対応します。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 当社は、別途定める社内規程に基づく職務権限および意思決定ルールによ
り、職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制を整備します。
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(2) 定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じ機動的に臨時取締役
会を開催し、重要事項の決定並びに取締役の職務の執行状況の監督を行いま
す。

(3) 職務の執行に関する事項のうち重要なものについては、原則週１回開催し
ている経営会議において検討します。

　
５．当該株式会社並びにその親会社および子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制
(1) 当社は、関係会社管理規程に従い、グループ各社の財務状況、事業計画の
進捗状況等についてグループ担当部門で定期的に確認し、当社取締役会に対
し報告します。

(2) 当社取締役およびグループ各社の社長で構成される会議を定期的に開催
し、グループ各社との連携を図ります。

(3) 当社の監査部門は、定期的にグループ各社の内部監査を実施し、業務の適
正を図ります。

　
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項
(1) 当社は、監査役から使用人を置くことの要求があった場合には、当社の使
用人から監査役補助者を任命します。

　
７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
(1) 当社は、監査役補助者についての任命、解任、異動、賃金改定等は監査役
の同意を得て決定し、取締役からの独立性を確保します。

　
８．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制
(1) 監査役は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応
じて会計監査人又は取締役もしくはその他の者から報告を受けることができ
ます。

(2) 取締役又は使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え全社的に重大な
影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況について報告を行います。

　
９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(1) 監査役は、業務の執行状況を把握するために、役員部長会やリスク統括委
員会等の重要な会議に出席し、意見を述べることができます。また、代表取
締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換のための会議を開催しま
す。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年02月20日 17時52分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年12月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

51,689

24,953

12,652

293

3,969

3,672

2,308

966

2,877

△4

87,084

44,792

21,296

1,382

16,808

4,530

774

1,188

41,103

38,498

506

2,165

△66

流 動 負 債 24,977
支払手形及び買掛金 8,085
短 期 借 入 金 5,500
１年内返済予定の長期借入金 998
未 払 金 3,438
未 払 法 人 税 等 115
賞 与 引 当 金 375
役 員 賞 与 引 当 金 31
従 業 員 預 り 金 12
設 備 関 係 支 払 手 形 252
資 産 除 去 債 務 26
そ の 他 6,139
固 定 負 債 35,264
長 期 借 入 金 9,014
繰 延 税 金 負 債 12,680
役員退職慰労引当金 337
土壌汚染処理損失引当金 79
退職給付に係る負債 2,905
長期預り敷金保証金 7,757
長 期 前 受 収 益 1,623
資 産 除 去 債 務 517
そ の 他 348
負 債 合 計 60,241

純 資 産 の 部
株 主 資 本 38,024
資 本 金 1,817
資 本 剰 余 金 332
利 益 剰 余 金 35,957
自 己 株 式 △83
その他の包括利益累計額 17,357
その他有価証券評価差額金 17,491
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 210
退職給付に係る調整累計額 △343
少 数 株 主 持 分 23,150
純 資 産 合 計 78,531

資 産 合 計 138,773 負 債 純 資 産 合 計 138,773
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成

平成
26
26
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 44,428
売 上 原 価 28,200
売 上 総 利 益 16,228

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,823
営 業 利 益 404

営 業 外 収 益
受 取 利 息 33
受 取 配 当 金 583
そ の 他 235 852

営 業 外 費 用
支 払 利 息 184
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 68
そ の 他 114 366
経 常 利 益 890

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 80
関 係 会 社 株 式 売 却 益 25 106

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 199
減 損 損 失 164
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1
そ の 他 4 370

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 626
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 146
法 人 税 等 調 整 額 243 390
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 236
少 数 株 主 損 失 （△） △31
当 期 純 利 益 268
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成

平成
26
26
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成26年１月１日残高 1,817 332 36,040 △82 38,108
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △351 　 △351
当 期 純 利 益 　 　 268 　 268
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △0 △0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) 　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 　 　 △83 △0 △84
平成26年12月31日残高 1,817 332 35,957 △83 38,024
　

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成26年１月１日残高 16,405 57 － 16,462 22,195 76,766
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △351
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 268
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 △0
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額) 1,085 152 △343 894 954 1,849

連結会計年度中の変動額合計 1,085 152 △343 894 954 1,765
平成26年12月31日残高 17,491 210 △343 17,357 23,150 78,531
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
連結子会社の数 ７社
連結子会社の名称
㈱ニチビ
トーアエイヨー㈱
オグランジャパン㈱
日本機械工業㈱
片倉機器工業㈱
カフラス㈱
㈱片倉キャロンサービス

② 非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称
㈱片倉キャリアサポート
片倉保険サービス㈱
東近紙工㈱
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社の状況
持分法適用の非連結子会社の数 ―
持分法適用の関連会社の数 ―

② 持分法を適用しない非連結子会社の状況
主要な会社等の名称
㈱片倉キャリアサポート
片倉保険サービス㈱
東近紙工㈱
持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、㈱ニチビ、オグランジャパン㈱、片倉機器工業㈱、カフラス㈱、㈱片倉キャ
ロンサービスの決算日は、連結決算日と一致しております。
トーアエイヨー㈱、日本機械工業㈱は３月31日となっております。連結計算書類の作成に当たっ
ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

（4）会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券の評価基準及び評価方法
(イ) 子会社株式及び関連会社株式 ― 非連結子会社の株式及び持分法非適用関連会社

株式については、移動平均法による原価法
(ロ) そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの ― 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの ― 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ ― 時価法

ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
(イ)商品及び製品、仕掛品
医薬製品仕掛品 ― 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）
小 売 商 品 ― 売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）
そ の 他 ― 主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(ロ)原材料及び貯蔵品
主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）
定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 10年～50年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。
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ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年
数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しているほか、貸倒
懸念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を個別に検討し、回収不能見込額を計
上しております。

ロ．賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上して
おります。

ハ．役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

ホ．土壌汚染処理損失引当金
当社が所有する土地のうち工場跡地の一部について土壌汚染が判明したことにより、土壌汚
染浄化処理の損失に備えるため、支払見込額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
　イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予
約等の円貨額に換算しております。
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⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っておりま
す。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針
為替予約
通常の取引の範囲内で、外貨建債権債務に係る将来の為替変動リスクを回避する目的で包
括的な為替予約取引等を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続
して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるた
め、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認することにより有
効性の判定に代えております。

⑦ 収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益等の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税
及び地方消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。
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（5）会計方針の変更
退職給付会計基準等の改正による変更
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会
計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25
号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し
（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを
除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産及び退職給付に係
る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職
給付に係る資産及び退職給付に係る負債に計上しております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退
職給付に係る調整累計額に加減しております。
この結果、当連結会計年度末において、投資その他の資産のその他に退職給付に係る資産が12
億３百万円、退職給付に係る負債が29億５百万円計上されております。また、その他の包括利
益累計額が３億43百万円減少し、少数株主持分が１億67百万円減少しております。

（6）表示方法の変更
連結貸借対照表
前連結会計年度末において、「流動負債」の「その他」に含まれていた「従業員預り金」及び
「固定負債」の「その他」に含まれていた「長期前受収益」は、重要性が増したため、当連結
会計年度末より独立掲記することとしております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 8,198百万円
機械装置及び運搬具 16百万円
土地 561百万円
その他の有形固定資産 67百万円
投資有価証券 2,477百万円
その他の投資 30百万円

計 11,352百万円
（上記に対応する債務）

支払手形及び買掛金 60百万円
短期借入金 616百万円
１年内返済予定長期借入金 998百万円
その他の流動負債 1,296百万円
長期借入金 9,014百万円
長期預り敷金保証金 2,852百万円
割引手形 28百万円

計 14,867百万円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 48,296百万円
（3）偶発債務

従業員（1名）の金融機関からの借入に対する債務保証 0百万円
受取手形割引高 183百万円

（4）財務制限条項
借入金のうち、8,911百万円には、以下の財務制限条項が付されております。
各年度の決算期の末日における連結及び個別の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期
比75％以上に維持すること。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （株） 35,215,000 ― ― 35,215,000

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （株） 62,022 397 ― 62,419

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 397株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年３月28日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 351 10.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
平成27年３月27日開催の第106回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

株式の種類 配 当 の 原 資 配当金の総額
(百万円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

普 通 株 式 利 益 剰 余 金 351 10.00 平成26年12月31日 平成27年３月30日
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４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、安全性の高い金融資産に限定しております。資金調達
については、資金計画に基づいて行っており、自己資金で賄えない部分については金融機関か
らの借入によっております。
また、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行っ
ておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主にＭＭＦ（マネー・マネジメント・ファンド）及び業務上の
関係を有する企業の株式であり、市場において取引される株式については、市場価格の変動リ
スクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、短期借入金、１年内返済予定の長期借入金は、その全て
が１年以内の支払期日であります。また、これらのうち一部は、為替・金利の変動リスクに晒
されております。
長期預り敷金保証金は、賃貸物件において賃借人から預託されている長期金銭債務であり、流
動性リスクに晒されております。
長期借入金は、金利の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした
先物為替予約取引であります。

③ 金融商品に関するリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、信用リスクについては、与信管理基準等に基づき、取引先毎の期日管理・
残高管理を行い、信用状況をモニタリングする体制としております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価の把握を行っており
ます。また、為替予約に係る市場リスクについては、社内規定等に基づき、適正な社内手続
きを経て実行しております。当社グループのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度
の高い金融機関であるため、相手先の債務不履行によるリスクはほとんど発生しないものと
認識しております。

ハ．流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、予定外のキャッシュ・フローの減少により決済ができなくなるリスクにつ
いては、資金繰り計画等を作成することにより管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤ 信用リスクの集中
当連結会計年度末における営業債権のうち、63.8％が特定の大口顧客に対するものでありま
す。

（2）金融商品の時価等に関する事項
平成26年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれて
おりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額（※１） 時 価 （ ※ １ ） 差 額

① 現 金 及 び 預 金 24,953 24,953 －
② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 12,652

貸 倒 引 当 金（※２） △4
12,648 12,648 －

③ 有価証券及び投資有価証券 38,532 38,532 －
④ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (8,085) (8,085) －
⑤ 短 期 借 入 金 (5,500) (5,500) －
⑥ 長 期 借 入 金（※３） (10,013) (10,039) △26
⑦ 長期預り敷金保証金（※３） (9,203) (8,452) 750
⑧ デ リ バ テ ィ ブ 取 引（※４） 326 326 －
※１ 負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。
※２ 受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
※３ １年内返済予定分を含めた金額にて表示しております。
※４ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金
これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

③ 有価証券及び投資有価証券
ＭＭＦについては、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっており、株
式等は取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

⑥ 長期借入金
長期借入金のうち、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を同様の新規借
入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利
によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、信用状態が実行後大きく異なっていない
ことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑦ 長期預り敷金保証金
元利金の合計額を預り期間の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する
方法によっております。

⑧ デリバティブ取引
取引先の金融機関から提示された価格等に基づいて算定しております。
ただし、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている支払手形及び買掛金と
一体として処理されているため、その時価は、当該支払手形及び買掛金に含めて記載してお
ります。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 259

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「③ 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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５．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、埼玉県その他の地域において賃貸用商業施設（土地を含む。）
等を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

29,573 115,923

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額
であります。

（注２） 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評
価書に基づく金額、その他の物件については主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自
社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（注３） 当連結会計年度末において、開発中物件であるさいたま新都心駅前社有地の第二期開発の建
設仮勘定は時価の把握が可能となったため、上表に含めております。

６．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,575円46銭
１株当たり当期純利益 7円62銭

７．重要な後発事象
（共同事業協定等の締結）

当社は、一般財団法人 民間都市開発推進機構との間で、さいたま新都心駅前社有地の第二期開
発の商業棟建築工事の共同事業者として参加を受けることで合意し、平成27年１月23日付で共
同事業協定、１月30日付で建物延払条件付譲渡契約を締結いたしました。

１．契約の概要 民間都市開発推進機構が、当社のさいたま新都心駅前社有地の第
二期開発事業の施工に要する費用の一部を負担する形で参加し、
施工期間に渡り商業棟の一部に持分を取得します。商業棟の竣工
引渡しと同時に、当社は、同機構が商業棟に有する全持分の譲渡
を受け、延払条件に従いその代金および利息を同機構に支払いま
す。

２．民間都市開発推進機構が
分担する金額

2,000百万円

３．竣工及び引渡日 平成27年３月31日（予定）

４．返済期日 平成42年９月17日
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成26年12月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
１年内回収予定の長期貸付金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

10,351
2,339
1,410
1,484
924
1,240
59
398
100
89
765
59
576
905
△2

53,361
29,623
15,272
738
144
0

187
8,941
78

4,259
143
43
39
36
24

23,594
20,256
1,571
406
38
198
1,379
150
59

△465

流 動 負 債 14,365
支 払 手 形 552
買 掛 金 530
短 期 借 入 金 6,874
１年内返済予定の長期借入金 998
リ ー ス 債 務 30
未 払 金 1,450
未 払 費 用 237
預 り 金 1,360
前 受 収 益 618
賞 与 引 当 金 61
１年内返還予定の預り保証金 1,445
設 備 関 係 支 払 手 形 168
資 産 除 去 債 務 26
そ の 他 8
固 定 負 債 26,029
長 期 借 入 金 9,014
リ ー ス 債 務 92
繰 延 税 金 負 債 6,909
土壌汚染処理損失引当金 79
債務保証損失引当金 248
長期預り敷金保証金 7,695
長 期 前 受 収 益 1,623
資 産 除 去 債 務 288
そ の 他 78
負 債 合 計 40,395

純 資 産 の 部
株 主 資 本 12,148
資 本 金 1,817
資 本 剰 余 金 332
資 本 準 備 金 332
利 益 剰 余 金 10,081
利 益 準 備 金 437
そ の他利益剰余金 9,643
固定資産圧縮積立金 2,714
特 別 償 却 準 備 金 118
別 途 積 立 金 5,800
繰 越 利 益 剰 余 金 1,010

自 己 株 式 △83
評価・換算差額等 11,168
その他有価証券評価差額金 10,958
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 210
純 資 産 合 計 23,317

資 産 合 計 63,712 負 債 純 資 産 合 計 63,712
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成

平成
26
26
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 15,272
売 上 原 価 9,979
売 上 総 利 益 5,292

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,679
営 業 利 益 613

営 業 外 収 益
受 取 利 息 10
受 取 配 当 金 437
そ の 他 115 563

営 業 外 費 用
支 払 利 息 162
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 68
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 104
そ の 他 71 408
経 常 利 益 768

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 79
関 係 会 社 株 式 売 却 益 25 105

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 157
減 損 損 失 23
そ の 他 28 209

税 引 前 当 期 純 利 益 664
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4
法 人 税 等 調 整 額 196 201
当 期 純 利 益 463
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
26
26
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資本金

資 本
剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧縮積立金

特別償却
準備金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

平成26年１月１日残高 1,817 332 437 2,721 56 5,800 954 9,969
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △351 △351
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 463 463
固定資産圧縮積立金の積立 　 　 　 0 　 　 △0 －
固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 △6 　 　 6 －
特別償却準備金の積立 　 　 　 　 70 　 △70 －
特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 △8 　 8 －
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 　 　 　 △6 62 　 56 111
平成26年12月31日残高 1,817 332 437 2,714 118 5,800 1,010 10,081
　

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計自己株式 株主資本

合 計
そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

平成26年１月１日残高 △82 12,036 11,593 57 11,651 23,688
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 　 △351 　 　 　 △351
当 期 純 利 益 　 463 　 　 　 463
固定資産圧縮積立金の積立 　 － 　 　 　 －
固定資産圧縮積立金の取崩 　 － 　 　 　 －
特別償却準備金の積立 　 － 　 　 　 －
特別償却準備金の取崩 　 － 　 　 　 －
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 　 　 　 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 　 　 △635 152 △482 △482

事業年度中の変動額合計 △0 111 △635 152 △482 △371
平成26年12月31日残高 △83 12,148 10,958 210 11,168 23,317

　

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ. 子会社株式及び関連会社株式 ― 移動平均法による原価法
ロ. そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの ― 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの ― 移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ ― 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
イ．商品及び製品、仕掛品
小 売 商 品 ― 売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
そ の 他 ― 主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ロ．原材料及び貯蔵品
主として月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 31年～39年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により計上しているほか、貸倒懸
念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を個別に検討し、回収不能見込額を計上し
ております。
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② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しておりま
す。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっております。
ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定
額法により、費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ
る定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。

④ 土壌汚染処理損失引当金
当社が所有する土地のうち工場跡地の一部について土壌汚染が判明したことにより、土壌汚染
浄化処理の損失に備えるため、支払見込額を計上しております。

⑤ 債務保証損失引当金
債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し
ております。

（4）収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益等の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予約
等の円貨額に換算しております。
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（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っておりま
す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
為替予約
通常の取引の範囲内で、外貨建営業債権債務に係る将来の為替変動リスクを回避する目的で
包括的な為替予約取引等を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続し
て相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認することにより有効性の
判定に代えております。

（7）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及
び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。

（8）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計
算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建物 8,114百万円
土地 27百万円
投資有価証券 2,477百万円

計 10,619百万円
（上記に対応する債務）

１年内返済予定の長期借入金 998百万円
１年内返還予定の預り保証金 1,296百万円
長期借入金 9,014百万円
長期預り敷金保証金 2,852百万円

計 14,162百万円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 23,989百万円
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（3）偶発債務
関係会社・従業員の金融機関からの借入に対する債務保証

カフラス㈱ 12百万円
従業員（１名） 0百万円

計 12百万円
（4）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 1,861百万円
長期金銭債権 400百万円
短期金銭債務 3,694百万円
長期金銭債務 21百万円

（5）財務制限条項
借入金のうち、8,911百万円には、以下の財務制限条項が付されております。
各年度の決算期の末日における連結及び個別の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期
比75％以上に維持すること。
　

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 50百万円
仕入高 472百万円
営業取引以外の取引高 283百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 （株） 62,022 397 ― 62,419

（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
単元未満株式の買取りによる増加 397株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
投資有価証券評価損 222百万円
退職給付費用 729百万円
未払役員退職慰労金 17百万円
土壌汚染処理損失引当金 29百万円
減損損失 12百万円
関係会社株式評価損 125百万円
債務保証損失引当金 88百万円
未払費用 47百万円
長期前受収益 545百万円
資産除去債務 112百万円
繰越欠損金 132百万円
その他 411百万円
繰延税金資産小計 2,475百万円
評価性引当額 △805百万円
繰延税金資産合計 1,670百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △5,878百万円
退職給付信託設定益 △885百万円
固定資産圧縮積立金 △1,500百万円
特別償却準備金 △65百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △43百万円
その他 △116百万円
繰延税金負債合計 △8,490百万円
繰延税金負債の純額 △6,820百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(注５) 科 目 期末残高
(注５)

子会社

㈱ ニ チ ビ 所有
直接 76.0％

資金の借入
役員の兼任

資 金 の 借 入
（返済との純額）（注１） － 短 期 借 入 金 1,000

利息の支払（注１） 3 未 払 費 用 0

トーアエイヨー㈱ 所有直接 57.8％
資金の借入
役員の兼任

資 金 の 借 入
（返済との純額）（注１） 1,000 短 期 借 入 金 2,000

利息の支払（注１） 5 未 払 費 用 1

オグランジャパン㈱ 所有直接 100.0％

商品売上
輸入代行
資金の貸付
債務保証
役員の兼任

商品売上 （注２） 39
受 取 手 形 768

輸入代行手数料（注２） 18

資 金 の 貸 付
（回収との純額）（注１） 202

短 期 貸 付 金 415
長期貸付金（注３） 384
１年内回収予定
長期貸付金（注３） 48

利息の受取（注１） 4 前 受 収 益 0
債務保証（注４） 485 － －
保証料の受入（注４） 1 未 収 収 益 1

㈱片倉キャロンサービス 所有直接 100.0％
資金の借入
役員の兼任

資 金 の 借 入
（返済との純額）（注１） － 短 期 借 入 金 600

利息の支払（注１） 1 未 払 費 用 0
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）資金の借入・貸付の一部については、グループファイナンス制度によるもので、利率は市場

金利を勘案して合理的に決定しております。
（注２）営業取引条件は、一般取引先と同様の決定方針に基づき決定しております。但し、回収条件

については優遇しております。
（注３）（1）返済条件は、期間15年、２年11カ月据え置き、半年賦返済をしております。担保は受け

入れておりません。
（2）当該債権に対し、384百万円の貸倒引当金を計上しております。

また、当事業年度において、10百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
（注４）債務保証については、年率0.4％の保証料の受領を受けております。
（注５）取引金額及び期末残高には消費税等を含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 663円31銭
１株当たり当期純利益 13円18銭
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８．重要な後発事象
（共同事業協定等の締結）

当社は、一般財団法人 民間都市開発推進機構との間で、さいたま新都心駅前社有地の第二期開
発の商業棟建築工事の共同事業者として参加を受けることで合意し、平成27年１月23日付で共
同事業協定、１月30日付で建物延払条件付譲渡契約を締結いたしました。

１．契約の概要 民間都市開発推進機構が、当社のさいたま新都心駅前社有地の第
二期開発事業の施工に要する費用の一部を負担する形で参加し、
施工期間に渡り商業棟の一部に持分を取得します。商業棟の竣工
引渡しと同時に、当社は、同機構が商業棟に有する全持分の譲渡
を受け、延払条件に従いその代金および利息を同機構に支払いま
す。

２．民間都市開発推進機構が
分担する金額

2,000百万円

３．竣工及び引渡日 平成27年３月31日（予定）

４．返済期日 平成42年９月17日
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年２月９日
片 倉 工 業 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 澤 幸之助 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 内 田 淳 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、片倉工業株式会社の平
成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、片倉工業株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成27年２月９日
片 倉 工 業 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 三 澤 幸之助 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 内 田 淳 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、片倉工業株式会
社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第106期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上

― 53 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年02月20日 17時52分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第106期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基
づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視、及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。
　以上の方法に基づき当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の
職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

平成27年２月12日
片 倉 工 業 株 式 会 社 監 査 役 会

常勤監査役 根 岸 教 夫 ㊞
常勤監査役 冨 岡 晴 紀 ㊞
監 査 役 佐 藤 正 俊 ㊞
監 査 役 浅 野 俊 雄 ㊞

（注） 監査役佐藤正俊及び監査役浅野俊雄は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める
社外監査役であります。

以 上
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有楽町駅
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歌舞伎座
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センター

昭和通り
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新橋
演舞場
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中央通り
銀座線

浅草線

丸ノ内線

銀座中学校
入口

入口

築
地
市
場
駅

　
Ａ
３
出
口

日
比
谷
線

晴
海
通
り

晴
海
通
り

東
銀
座
駅

銀
座
駅

大
江
戸
線

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
　

会場 東京都中央区銀座五丁目15番８号
時事通信ホール（時事通信ビル２階）
電話 03-3546-6606

　

　
＜交通のご案内＞

東京メトロ日比谷線・都営地下鉄浅草線
都営地下鉄大江戸線
東京メトロ銀座線・丸ノ内線・日比谷線
JR山手線・京浜東北線

　
東銀座駅６番出口
築地市場駅Ａ３出口
銀座駅Ａ５出口
有楽町駅中央口

　
徒歩
徒歩
徒歩
徒歩

　
１
６
７
13

　
分
分
分
分

　
（注）駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますよう

お願い申し上げます。
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